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地域包括ケア「見える化」システムを活用した介護保険事業の現状等の把握について  

厚生労働省の地域包括ケア「見える化」システムを活用し，毎年定期的にサービス資源や給

付費等の状況について，全国平均や近隣の保険者等との数値比較や経年変化を分析することに

より，本市における介護保険事業の現状や特徴を把握するものです。 

比較の対象は，全国平均および北海道平均のほか，中核市で本市から距離的に近い旭川市お

よび青森市としています。 

 

１ 第１号被保険者数の推移 

 ・ 令和３年３月末を基準とした第１号被保険者数の経年比較による傾向については，全国

および青森市が増加している一方，本市，北海道および旭川市が減少しています。 

・ 減少の割合は，本市が最も高くなっています。 

 

 

２ 調整済み要介護認定率 

（１）令和５年度における比較 

・ 令和５年度における本市の調整済み要介護認定率は，全国平均，北海道平均および比較

対象とした２市と比較すると最も高くなっています。 

・ 高齢単身世帯および高齢夫婦世帯の割合の高低が認定率の高低に一定の影響を与えて  

いるものと思われます。 
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全国 北海道 函館市 旭川市 青森市

第１号被保険者数の推移（令和３年３月末を１とした場合）

令和4年3月末 令和5年3月末 令和6年3月末時点

函館市高齢者計画策定推進委員会 

令和７年２月１８日 資料１  

（参考）    高齢単身世帯および高齢夫婦世帯の割合（令和２年国勢調査） 

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報および総務省「住民基本台帳人口・世帯数」 

（％） 

（％） 
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（２）調整済み要介護認定率の経年比較 

・ 経年比較による調整済み要介護認定率の増減の傾向は，本市および比較対象とした他

の地域ともに令和４年以降低下で推移しています。なお，増減の傾向に特段の違いは認

められません。 

・ 低下の要因として，新型コロナウイルス感染症による影響が一定程度あったものと想

定されます。 

 

 

 

３ 在宅サービス 

（１）第１号被保険者１人あたり給付月額（令和４年度 調整済みデータ） 

・ 全国平均より低く，北海道平均より高くなっています。 

・ 近隣中核市との比較では，旭川市および青森市より低くなっています。 

 

 

 

 

令和元年3月末 令和2年3月末 令和3年3月末 令和4年3月末 令和5年3月末

全国 17.1 17.0 17.0 16.6 16.3

北海道 18.5 18.4 18.3 18.0 17.7

函館市 19.5 19.3 19.2 19.1 18.7

旭川市 19.2 19.3 19.5 19.2 18.6

青森市 18.4 18.3 18.1 17.6 17.5
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調整済み第1号被保険者1人あたり給付月額（在宅サービス）

（時点）令和4年(2022年)
（出典）「介護保険総合データベース」および総務省「住民基本台帳人口・世帯数」

（％） 

（円） 

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和 5年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）および 

総務省「住民基本台帳人口・世帯数」 



3 

 

12,107

9,948

12,398
12,998

15,726

12,308

10,164

12,675
13,403

15,887

12,770

10,622

13,021
13,877

16,470

5,000

7,000

9,000

11,000

13,000

15,000

17,000

19,000
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第１号被保険者１人あたり給付月額（在宅サービス）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

（２）第１号被保険者１人あたり給付月額（経年比較） 

・ 経年比較による第１号被保険者１人あたり給付月額（在宅サービス）の傾向について

は，本市および比較対象とした地域ともに毎年増加しています。なお，増減の傾向に特段

の違いは認められません。 

・ 比較期間における給付月額の増加額は，本市が最も低くなっています。 

・ 比較期間における給付月額の増加率は，青森市に次いで低くなっています。 

・ 本市，北海道平均および旭川市は，比較期間において第１号被保険者の減少が給付月額

の増加の要因のひとつになっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 施設および居住系サービス 

（１）第１号被保険者１人あたり給付月額（令和４年度 調整済みデータ） 

・ 全国平均，北海道平均および比較対象とした２市と比較すると最も高くなっています。 
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調整済み第1号被保険者1人あたり給付月額（施設および居住系サービス）

（時点）令和4年(2022年)

（出典）「介護保険総合データベース」および総務省「住民基本台帳人口・世帯数」

663 円(105.5%) 

674 円(106.7%) 

623 円(105.1%) 
879 円(106.8%) 

744 円(104.7%) 
（円） 

（円） 
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全国 北海道 函館市 旭川市 青森市

第１号被保険者１人あたり給付月額（施設および居住系サービス）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

―435円(95.6％)

（２）第１号被保険者１人あたり給付月額（経年比較） 

・ 経年比較による第１号被保険者１人あたり給付月額（施設・居住系サービス）の傾向に

ついては，青森市を除き，本市および比較対象とした地域ともに毎年増加しています。な

お，増減の傾向に特段の違いは認められません。 

・ 比較期間における本市の給付月額の増加額および給付月額の増加率は，北海道平均，旭

川市および青森市より高く，全国平均より低くなっています。 

・ 本市，北海道平均および旭川市は，比較期間において第１号被保険者の減少が給付月額

の増加の要因のひとつになっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）「介護保険総合データベース」および総務省「住民基本台帳人口・世帯数」 

  

321 円(103.0%) 

212 円(101.9%) 

270 円(102.3％) 

225 円（102.2％） 

（円） 
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５ 第１号被保険者１人あたり給付月額（サービス種類別） 

・ 令和５年度における本市の第１号被保険者１人当たり給付月額（サービス種類別）は，介

護医療院，訪問リハビリテーション，短期入所生活介護，定期巡回・随時対応型訪問介護看

護，小規模多機能型居宅介護，地域密着型特定施設入居者生活介護，看護小規模多機能型居

宅介護が，全国平均，全道平均および比較対象とした２市のなかで最も高くなっています。 

・ また，訪問介護が，全国平均，全道平均および比較対象とした２市のなかで最も低くなっ 

ています。 
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第１号被保険者１人あたり給付月額（サービス種類別）（令和5年(2023年)）

全国 北海道 函館市 旭川市 青森市

（時点）令和5年(2023年)

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報）

（円） 
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サービス提供事業所数（訪問介護）[人口１０万対]

（時点）令和5年(2023年)
（出典）厚生労働省「介護保険総合データベース」および総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」

 

 

６ 本市における訪問介護の現状について 

（１）事業所数 

・ 令和５年度における本市の訪問介護の事業所数は，全国平均および北海道平均より多 

く旭川市および青森市より少なくなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）受給者 1人あたりの利用回数 

・ 令和５年度における本市の訪問介護の受給者１人あたりの利用回数は，全国平均，全 

道平均および比較対象とした２市のなかで最も少なくなっています。 
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（時点）令和5年(2023年)

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和5年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）

（事業所） 

（回） 
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（３）訪問介護の受給者１人あたりの利用回数（介護度別・経年比較） 

・ 経年比較による本市の訪問介護の受給者１人あたりの利用回数の傾向については，要

介護１および要介護２で若干の減少，要介護３以上で概ね増加の傾向にあります。 

 

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和 5年度のみ「介護保険事業状況報告」月報） 

 

 

（４）訪問介護の受給率（介護度別・経年比較） 

 ・ 経年比較による本市の訪問介護の受給率（第１号被保険者のうち訪問介護を利用して

いる方の割合）は，すべての介護度で概ね安定的に推移しています。 

  ・ なお，平成 30年度から令和元年度の受給率の低下は，類似する他の介護サービス事業

所（定期巡回・随時対応型訪問介護看護）の増加が要因として考えられます。 

 

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和 5年度のみ「介護保険事業状況報告」月報） 
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年度
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令和３
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令和４
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令和５

年度

要介護1 12 12 12 11 11 11 11 11 11 11

要介護2 17 17 17 17 16 16 16 17 17 16

要介護3 28 28 29 28 28 29 30 31 31 30

要介護4 32 35 35 36 34 38 41 46 45 45

要介護5 40 41 45 47 46 46 48 50 55 59
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要介護1 （%） 1.4 1.4 1.4 1.4 1.4 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3

要介護2 （%） 0.9 0.9 0.9 0.9 0.9 0.9 0.9 0.9 0.9 0.9

要介護3 （%） 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4

要介護4 （%） 0.3 0.3 0.3 0.3 0.2 0.2 0.3 0.3 0.3 0.3
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（５）分析結果 

・ 本市における訪問介護は，全国平均，北海道平均および比較対象の２市と比較した場

合，受給者１人あたりの利用回数および給付月額が少なくなっていますが，経年比較に

よる受給率および１人あたりの利用回数が概ね安定的に推移しています。 

・ また，本市は，比較した地域の中で，訪問介護に類似する定期巡回・随時対応型訪問介

護看護の受給者１人あたりの給付月額が最も高くなっていることから，本市の訪問介護

の利用状況に一定程度影響を与えているものと思われます。 

・ これらのことから，本市の訪問介護の利用の少なさは，需給環境の悪化を要因とした 

ものではないと推察されます。 
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（参考） 

用語の解説 

１ 「調整済み認定率」および「調整済み第１号被保険者あたり給付月額」について 

「調整済み認定率」および「調整済み第１号被保険者あたり給付月額」とは，認定率や給付

月額の大小に大きな影響を及ぼす，「第１号被保険者の性・年齢別人口構成」，給付月額の場合

はさらに「地域区分単価」の影響を除外することで，全国の保険者とできる限り同じ条件で比

較できるように調整した数値です。 

調整は，標準的な第１号被保険者の性・年齢構成（地域区分単価は左記の調整に加え，単位

数に一律 10円を乗じる）を用います。 

一般的に，後期高齢者の認定率（給付額）は前期高齢者の認定率（給付額）より高くなるこ

とがわかっています。 

例えば，第１号被保険者に占める後期高齢者の割合が全国平均よりも高い地域は，調整済

みの値が低くなる傾向があります。 

なお，調整に用いる，標準的な第１号被保険者の性・年齢構成としては， 

・ 経年比較の場合  …平成 27年 1月 1日時点の全国平均の構成 

・ 経年比較以外の場合…表示年の全国平均の構成 

となっています。 

【調整手法の概要】 

 

 

２ サービスの種別について 

・在宅サービス 

→訪問介護，訪問入浴介護，訪問看護，訪問リハビリテーション， 

居宅療養管理指導，通所介護，通所リハビリテーション，短期入所生活介護， 

短期入所療養介護（介護老人保健施設），短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）， 

短期入所療養介護（介護医療院），福祉用具貸与，福祉用具購入費，住宅改修費， 

介護予防支援・居宅介護支援，定期巡回・随時対応型訪問介護看護， 

夜間対応型訪問介護，認知症対応型通所介護，小規模多機能型居宅介護， 

看護小規模多機能型居宅介護，地域密着型通所介護 

・居住系サービス 

→ （地域密着型を含む）特定施設入居者生活介護，認知症対応型共同生活介護 

 ・施設サービス 

→ 介護老人福祉施設，介護老人保健施設，介護療養型医療施設， 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護，介護医療院 


